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:く学習領域が総合的であることを表すもの> ， ，く学習方法や学醤形態を表すもの>
:環境教育 グロ}パル教育エイズ教育性教育 1 問題解決学習 調べ学習 体験的な学習
:ジェンダー 教育 健康教育 国際理解教育 国擦交， ，インターネットを利用した総合的学習
:流教育異文化関教育開発教育ボランティア教育， ，課題選択学習 課題学習 課題研究 自由研究:
:福祉教育情報教育消費者教育安全教育訪災に卒業研究 統合学習合科学習合科的な指導
;教育問和教育人権教育
:デスエデュケ}ション 心理教育 総合的な単元 学習方法
: (サイコエデュケー ション) 「総合単元学習j 「総合的学習j
'・・・・ー ・ー ーー ーー ーー ・ーー ・ー喝輔 E・・..・"ー _____J
:く教科‘科自を表すもの> : I 教科の新設 教科の横断 )u^h9~ュ7ム(クロスカリキュう)
:生活科総合理科現代社会 :1 「総合学習J 1 r横断的な学習j 1 f '<*i命誌をむもら71
:産業社会と人間 記号科 z一一一一一一一一， ，一一一一一一一一デューイ経験主義生活単元;
:人間科 表現科 国際文化科 地球科 ハ学習 生活中心カリキュラム 個性化教育
















項 自 附属小 (62校) 附属中 (66校)
1.全校的に実施 38 (61.3) 29 (43.9) 
2.学年等部分的 19 (30.6) 26 (39.4)※ 
3.個人的に実施 6 ( 9.7) 7 (10.6) 






































































項 自 附属小 (52校) 附属中 (50校) 附属高(12t交)
1 .教育課程に位霞づけている 42 (80.8) 41 (82.0) 12 (100.0) 
2. 教科として実施している 27 (5l.9) 31 (62.0) 9 ( 75.0) 









項 目 附属小 (52校) 附属中 (50校)
学校全体の校内研修を実施 37 (72.5) 31 (62.0) 
2. 担当部の研修を実施 9 (17.6) 9 (18.0) 
3. 個人レベルの研修で実施 o ( 0.0) 2 ( 4.0) 
4.研修を位置づけていない 5 ( 9.8) 8 (16.0) 
表4.校内研修への位置づけ×取り組み状況(複数回答あり)
項 自 全校的に実施 学年等部分的
1 .学校全体の校内研修を実施 57 (78.1) 23 (46.0) 
2. 担当部の研修を実施 8 (1l.0) 14 (28.0) ※ 
3 個人レベルの研修で実施 2 ( 2.7) 1 ( 2.0) 




1 ( 8.3) 
1 ( 8.3) 
8 (16.7) 
※XZ二 9.0846













































































項 自 附属小 (62校) 附属中 (66校) 附属高(17校) 合計
1 .授業時数の確保 25 (49.0) 36 (70.6) 11 (91.7) 72 
2.準備時間の確保 13 (25.5) 23 (45.1) 4 (33.3) 40 
3. 3年開.6年間のカリキュラム設定 37 (72.5) 26 (51.0) 6 (50.0) 69 
4.必修教科の学習内容との重複 6 (11.8) 13 (25.5) 2 (16.7) 21 
5.学習目的・内容の明確化 40 (78.4) 41 (80.4) lO (83.3) 91 
6.児童生徒の必要感や学習意欲 22 (43.1) 21 (41.2) 4 (33.3) 47 
7.児童生徒への趣旨徹底 3 ( 5.9) 5 ( 9.8) 1 ( 8.3) 9 
8.保護者の理解と協力 lO (19.6) 6 (11.8) 1 ( 8.3) 17 
9.学習内容の精選 20 (39.2) 17 (33.3) 8 (66.7) 45 




























































この結果に対して、同報告書は、 \r総合的な学習 j の時間の導入についての支持率は30%~
40%程度と低い。ここには新しい制度や新しい指導法の導入に対する理解不足もあろうが、不安
やとまどいが反映されているjとしている。(¥親と教師がいま教育に望むもの一義務教育に対す




















































ユラムの開発-J r筑波大学学校教育紀要j 第 15巻、 1992年、 13~15頁)














郵送数 73 78 20 
回答数 62 66 17 












研究所 f研究報告JNo.50 、 1997年、 30~31頁。
22) 例えば、伊那市立伊奈小学校の総合学習の実践は、昭和53年信州大学的属長野小学校から赴
任した大槻武治教諭が中心となり、同校が幼小一貫を呂指した総合学習の県の研究指定校となっ
たことから始まっている。(大視武治氏から開き取り)
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